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町職員等の
給与・人数の
概要

町職員等の
給与・人数の
概要

区　分

給
与
・
報
酬

期
末
手
当

町　長

副町長

議　長

副議長

議　員大学卒
高校卒

一般行政（議会・総務・企画等）
特別行政（教育委員会）
公営企業等（上下水道・国保・介護）

70人
33人
17人
120人

72人
32人
16人
120人

△2人
1人
1人
0人

172,200円
140,100円

185,800円
149,800円

経験10年
260,500円

経験15年
312,600円

経験20年
352,800円

区　分
高校卒

区　分
大学卒

経験10年
207,000円

経験15年
259,200円

経験20年
304,700円

一般行政職

技能労務職

327,700円

208,800円

40歳

48歳

820,000円

655,000円

370,000円

290,000円

260,000円

町　長

副町長

議　長

副議長

議　員

3.50月分

3.70月分

※ただし、支給額から町長30％、
　副町長15％を減額しています。

月　額 区　分 年　間

区　分

職種や勤務に応じた給料表に定める額

毎
月
決
ま
っ
て
支
給
さ
れ
る
も
の

そ
の
他

勤
務
し
た
実
績
に
応
じ
て

支
給
さ
れ
る
も
の

給料・扶養手当・管理職手当の合計額の10％

区　　　　　　　　分 支給額
配偶者
配偶者以外の扶養親族（1人につき）
配偶者のいない職員の扶養親族のうち1人
特定期間にある子1人に対する加算額

新築又は購入後5年間
6年目以降
支給限度額

交通機関利用者
交通用具利用者

区　　分 自己都合 定　　年
勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額

23.5か月
33.5か月
47.5か月
59.28か月

30.55か月
41.34か月
59.28か月
59.28か月

※定期券利用の場合、その定期券の期間ごとに支給
※一般行政＝　次の特別行政および公営
　　　　　  　 企業等を除く職員
　特別行政＝　教育委員会に属する職員
　公営企業等＝上下水道や国民健康保険、
　　　　　　   介護保険等の特別会計等
　　　　　　   に属する職員

※支給率は、県内3市14町1村6一部事業組合で構成する退職手当組合の条例によるものです。

※開成町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

※人事院勧告などに準じて給与条例が改正される場合があります。

運賃等相当額　限度額
片道2km以上から支給

自己所有住宅居住者

賃貸住宅居住者

13,000円
6,500円
11,000円
5,000円

7,000円
5,000円
27,000円

55,000円
2,000円～

管理職の職責に応じて給料の10～13％を支給

正規の勤務時間を超えて勤務したときに支給される手当

危険・困難・健康によくない業務などに従事したときに
支給される手当（町税等徴収手当・有害毒物薬物取扱手当など）

日直手当など

民間企業のボーナスに相当する手当年間4.45か月分

給　　　　　　料

地 　域 　手 　当

扶 　養 　手 　当

住　 居 　手 　当

通　 勤 　手 　当

退　 職 　手 　当

そ 　　の 　　他

時間外勤務手当

管  理  職  手  当

特 殊 勤 務 手 当

期 末 勤 勉 手 当

月　額 年　齢

町職員の給与・職員数など、
平成20年4月1日現在の概要を
お知らせします。

ここに掲載しているもののほか、
人事行政運営などの状況を
町ホームページで公表
しますのでご覧ください。

■特別職の報酬などの状況（19年度実績）■一般行政職の経験年数別給料月額

■職員数の状況■一般行政職の初任給など

■一般行政職の級別職員数

■第2次定員適正化計画の年度別目標数及び実績

■平均給料月額および平均年齢

区　分

区分

職名

職員数
構成比

2人
2％

20人
19％

10人
9％

20人
19％

17人
17％

22人
20％

12人
11％

5人
4％

108人
100％

メンバー メンバー メンバー メンバー 部長リーダーメンバー 課長
リーダー

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級
計

区　　　分

合　　　計

平成20年平成19年 増減数
決定初任給 採用2年経過日

給料額

　平成13年度から平成17年度までの第1次定
員適正化計画に引き続き、平成18年度から平
成22年度までの開成町職員の定員のあり方に
ついて、第2次定員適正化計画を策定し、定員
の適正化に努めています。

　平成18年度から平成22年度の5年間の定員につ
いては、権限移譲などによる事務事業の増加や目前
の重点事業に資するため、派遣職員の受け入れや任
期付職員の採用などによる任期を定めた任用なども
含めて一時的に増員としていますが、退職者の不補
充などにより、平成22年度には定員114人を目標
としています。

　次のような手法により、定員の適正管理を計画的に実施しています。

■事務事業の見直し
　あらゆる事務事業のうち、経費や労力に比べ行政効果の薄いもの、
類似性が強く統廃合が可能なもの、存在理由が希薄化しているもの
などについて、縮小、統合、廃止など、事務事業の整理・簡素化を
進めるための見直しを行っています。

■任期付職員・派遣職員の活用
　専門的な知識経験または優れた識見を有する者を任期付きで採用
したり、他の公共団体から専門的な知識経験を有する職員の派遣を
任期を定めて受け入れを行ったりすることで、期限のある事業など
に対応しています。

定員適正化目標

定員適正化手法の概要

計画
実績
計画
実績
計画
実績
計画
実績

19年度 20年度 21年度 22年度
区分

部門

一般行政

特別行政

 公営企業等

計

77人
72人
31人
32人
16人
16人
124人
120人

73人
70人
31人
33人
16人
17人
120人
120人

71人

31人

16人

118人

68人

30人

16人

114人

18年度

75人
71人
31人
31人
16人
16人
122人
118人

■第1次定員適正化計画の実績〔参考〕

計画
実績
計画
実績
計画
実績
計画
実績

14年度 15年度 16年度 17年度
区分

部門

一般行政

特別行政

 公営企業等

計

76人
　　　69人

33人
34人
9人
13人
118人
116人

76人
70人
33人
33人
9人
13人
118人
116人

76人
71人
33人
32人
9人
13人
118人
116人

76人
72人
33人
30人
9人
14人
118人
116人

13年度

76人
71人
33人
34人
9人
13人
118人
118人

●総務課 84-0310問

給与の支給状況

給与の種類
定員適正化計画の数値目標および進捗状況

※新卒採用後、標準的に昇給・昇格した場合の給料額です。

http://www.town.
kaisei.kanagawa.jp/
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